









 第一節 シティズンシップ論の前史 




 第一節 自己統治のパラドックス 
 第二節 実在意志論 




 第一節 自由主義的社会主義 
 第二節 形而上学的国家論批判 




 第一節 国家主権論批判 
 第二節 自由論の哲学的前提とペシミスティックな権力観 




 第一節 多元的国家論の自己批判 
 第二節 1930年代における多元的国家論の継続 
 第三節 マルクス主義受容と深化する思慮なき服従論 






 第一節 同意による革命 
 第二節 計画民主主義 





































































































































うグリーンのテーゼも批判されることとなった。   
 ただしラスキはマルクス主義を決して無批判に受容したのではなかった。彼はとりわけ
マルクス主義のユートピア的な側面を論難した。階級なき社会の実現によってすべてが解
決されるわけではない。人間の「思慮なき服従」の傾向はいかなる社会形態においてもつ
いて回る。つまりシティズンシップは決して放っておけば発揮される人間の内なる本性で
はない。したがって市民の自発性は「計画」されなければならないのである。このような
理由からラスキはオルタナティヴの構想を「ユートピア」と呼ぶよりも「ヴィジョン」と
呼ぶことを好んだ。 
 ラスキのヴィジョンは彼の晩年に「計画民主主義」論として結晶化することとなった（第
六章）。彼は 30 年代から資本主義と民主主義の結合（自由主義的民主主義）は常にファシ
ズムへと転落する危険を孕んだものと見ていた。歴史を見ると、資本主義の膨張期には労
働者に対する譲歩も様々なかたちでおこなわれてきたものの、その収縮期には国家が「経
済革命」か「政治革命」かという二択を迫られることとなる。前者は社会主義革命を意味
するが、経済秩序の変革による自らの特権の放棄を厭う資本家階級は国家と結託して「政
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治革命」をなすことによりこの危機を回避する。この「政治革命」は民主主義の廃棄を通
じたファシズム体制の樹立を意味した。したがって反対に社会主義と民主主義の結合であ
る「計画民主主義」が目指されなければならない。 
 「自由主義的民主主義」と「計画民主主義」においては「自由」の意味合いも異なる。
前者における自由は「消極的自由」である。資本主義社会の下では資本家階級と労働者階
級が分断され、経済力を持つものが必然的に政治権力をも掌握するため、労働者たちは公
的領域において自らの良心に従って行動することができないため、私的領域に隠遁し、政
治権力から逃れることにより手にした偽りの「自由」で自らを慰める。一方、「計画民主主
義」においては階級構造の廃棄により分権的な政治・社会制度が現出するため国家行動が
個人の経験に基づく契機が生じ、公的領域における真の「自由」、すなわち「積極的自由」
が万人にとって可能になる。 
 しかしながら、ここでも「計画民主主義」の実現が最終的な問題解決とみなされてはな
らない。彼は 40年代に至っても引き続き「権力の広範な分配」を主張している。ラスキの
論敵であるハイエクがした「自生的秩序」論においてしたように、個人の自発性は最初か
ら「想定」されるものではなく、「創出」されるべきものなのである。このような意味で、
ラスキは「計画」の必要から生じる国家の肥大化の下、いかにして個人の自発性を創出す
るかという問題に生涯取り組んだ思想家であると言える。 
 以上のようなラスキのシティズンシップ論は現在ではほとんど顧みられなくなってしま
った。それはソ連の崩壊が社会主義（とりわけ計画経済）の失敗として広く受けとめられ
たこととも関係しているだろう。第二次世界大戦後の東西対立の中で、ラスキは西側諸国
からはアメリカの赤狩りに翻弄され、東側諸国からはスターリン体制を批判するブルジョ
ワの手先と糾弾された。このように権威が失墜していく中で、とりわけマルクス主義に入
れ込んだ彼の後期の著作は時局に左右された政治的パンフレットと愚弄され歴史の奔流の
中に消えていった。だが彼の「計画民主主義」論はいわゆる計画経済とはほとんど関係を
持たないものである。このように東側陣営の敗北を受けてラスキの政治思想を政治思想史
上から抹消しまうことは、産湯とともに赤子を流すことにもなりかねない。歴史の中で生
き残ってきたものが必ずしも合理的であるとは限らない。歴史の中で消えていったものに
光を当てることが、現状を所与のものとして受け容れないというラスキの言う意味におけ
るシティズンシップの実践の一形態であることこそ、本論文を通じて筆者が示そうとした
ことである。 
